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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般財団法人日本

規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規格を改正すべきとの申出があり，日本工業標準

調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本工業規格である。 

これによって，JIS Z 8101-2:1999 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

JIS Z 8101（統計－用語及び記号）の規格群には，次に示す部編成がある。 

JIS Z 8101-1 第 1 部：一般統計用語及び確率で用いられる用語 

JIS Z 8101-2 第 2 部：統計の応用 

JIS Z 8101-3 第 3 部：実験計画法（予定） 
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日本工業規格 JIS 
 Z 8101-2：2015 
 (ISO 3534-2：2006) 

統計－用語及び記号－第 2 部：統計の応用 

Statistics-Vocabulary and symbols-Part 2: Applied statistics 

 
序文 

この規格は，2006 年に第 2 版として発行された ISO 3534-2 を基に，技術的内容及び対応国際規格の構

成を変更することなく作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

 

適用範囲 

この規格は，統計の応用に関する用語を規定し，ISO の規範的な用語制定に従った概念体系の枠組みに

基づいて提示している。見出し語は主題によって分類した。このため索引も与えてある。標準的な記号及

び略語も規定した。 

組織の有効性及び効率性を改善する手段として統計的方法を適用しようとすると，用語，定義，略語，

及び記号に関して，その定め方及び使い方に一貫性を欠いているために生じる混乱及び複雑さが，統計的

方法の適用の障害になっていると認められる。 

この規格は，二つの主要な目的，すなわち，ISO/TC 69 の規格（及び対応する JIS）全体で用いられる

共通の用語体系を確立することと，同時に統計の応用についての一般的な利用／適用での正確さ，明せき

（晰）さ，及び一貫性を高めるというより広い目的をもっている。最も広範囲の読者層がたやすく理解で

きるという趣旨で，数学的なレベルは意図的に低く保っている。 

JIS Z 8101-1 とこの規格とは相互に矛盾しないことを意図している。確率及び統計で用いられる用語を

規定した JIS Z 8101-1 は基本的であり，その必要性のためこの規格よりも高度な数学的なレベルで表現さ

れている。統計の応用に関するこの規格のユーザが JIS Z 8101-1 の用語の定義を参照するときには，格式

張った用語についてそれに続く JIS Z 8101-1 の豊富な注記及び例の内容が分かりやすい説明になるであろ

う。 

注記 1 この規格に関連する規格として，計量関連国際ガイド合同委員会（JCGM）が作成した

ISO/IEC Guide 99（TS Z 0032 が一致規格）及び ISO/IEC Guide 98-3（TS Z 0033 が一致規格）

がある。これらの規格とは“統計”と“計測”との見地の違いから定義の表現は異なってい

るが，本質的な概念は同一である。 

注記 2 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 

ISO 3534-2:2006，Statistics－Vocabulary and symbols－Part 2: Applied statistics（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”

ことを示す。 

 


